－‘全ての原発’で「想定外」事故の可能性！－

想定の甘い『安全指針』こそ福島事故の原因！
2011.5.29

【原発運転再開への“巻き返し”】

東京電力・福島第一原発事故は、全電源喪失をもたらした「想定外」の巨大津波が原因であるかのように、東電や国は盛んに宣伝しています（５月半ば以降、ようやく「揺れ」の寄与も報道され始めてきましたが）。そして、原発に依存する電源構成を「ベストミックス」と称して進めてきたツケと言える「夏の電力不足キャンペーン」を大々的に打ち出し、そのために福島原発以外の原発の運転再開・継続が必要として、“再発防止”のための短期的な「電源確保対策（ポンプや電源・貯水設備の高所・建屋内への移設、電源車配備、外部送電系統複数化など）」の実施と、中長期的な「津波対策（防潮堤の設置・かさ上げ）」の計画策定と引き換えに、原発の運転再開・継続を正当化しようとしています。女川原発でも、4.26に立入調査（お得意のパフォーマンス）を行なった村井・宮城県知事は‘運転再開に慎重な姿勢’を示したようですが、これまでのプルサーマル推進姿勢や事故直後に県内の放射線・放射能測定を不要とした“軽率な判断力”を思い起こすなら、5.9に安全確認後の運転再開を容認した安住・女川町長や亀山・石巻市長とともに、東北電力と直ぐに“仲直り”するのは明らかだと思います。
一方、国の5.6停止要請を受けた中部電力・浜岡原発では（１・２号機は廃炉決定済み）、4.28に「７月再開」を打出した定検中の３号機は再開延期、運転中の４・５号機は5.13・14に順次停止しましたが、5.8に中電社長は国から２～３年後の防潮堤完成までの“一時的なもの”とする確認を得たとのことですから、予断を許しません。また、加納時男・東電顧問、班目（まだらめ）春樹・現原子力安全委員長らの“この期に及んで”の原発擁護発言に象徴される原発推進派の無反省・巻き返しには、十分に注意が必要だと思います。ただし、菅政権がこれまでの「原発依存のエネルギー政策」の見直しを表明していますので、その具体的内容を注視したいと思います。
【国や電力や裁判所は、何を“想定＝無視”してきたのか？】

さて、福島第一５・６を含めた他の原発の運転再開・継続を左右するのが、福島事故が「想定外の巨大津波」や「想定外の電源喪失」が真の原因なのか、現在の福島第一原発では設計で想定されていた安全機能は全て働いているのか、ということです。
これまで国が原発設置を許可してきたのは、①『原子炉立地審査指針』（立地指針）や②『発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針』（設計指針）や③『発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針』（耐震指針）などの各種『指針』を満たすことで事故・放射能大量放出は起こらないと“お墨付き”を与えたからで、また、女川原発訴訟も含めた全国各地の原発訴訟で、設置許可取消・運転差止を求める住民側の訴えが最終的に退けられたのも、裁判所がそれら『指針』への適合性を“拠り所・逃げ口実”としたためでした。
そこで、以下、原発設置にかかる最も基本的な①立地指針および②設計指針が何を“想定”していたのか＝“無視”していたのか、を詳細に見てみます（注目部分を抜粋。下線は筆者）。
【巨大津波や巨大地震は「過去になかった」？】

①立地指針：＜1.1　原則的立地条件＞　⑴大きな事故の誘因となるような事象が過去においてなかったことはもちろんであるが、将来においてもあるとは考えられないこと。　⑵原子炉は…十分に公衆から離れていること。　＜1.2　基本的目標＞　ａ．技術的見地からみて、最悪の場合には起こるかもしれないと考えられる重大な事故（重大事故）の発生を仮定しても、周辺の公衆に放射線障害を与えないこと。　ｂ．重大事故を超えるような技術的見地からは起こるとは考えられない事故（仮想事故）の発生を仮想しても、周辺の公衆に著しい放射線災害を与えないこと。
　数年前から、遺跡の発掘調査などから、８６９年の貞観（じょうがん）津波が仙台平野に海岸線から数ｋｍ奥まで浸入していた証拠が見つかっていますが、にも関わらず東北電力も東京電力も国も、それを十分に考慮・想定してきませんでした。また、5.16河北新報によれば、2000年前の弥生時代にも今回と同様の巨大津波が仙台平野に襲来していたことがやはり発掘調査により明らかにされ、1000年に一度の頻度で巨大津波が発生している可能性が指摘されているとのことです。

ところが、例えば女川１の1975年設置許可申請では、文献調査により上記貞観津波のほか1611年慶長津波などに言及しながらも、実際には1896年明治三陸津波、1933年昭和三陸津波、1960年チリ地震津波などの近隣地域の津波高を根拠に、「したがって本発電所敷地は津波のある地方ではあるが、その高さはせいぜい３ｍ程度である」として、標高約１４ｍの女川原発敷地には影響なし、と結論付けていました。また、福島原発の津波高想定は５．７ｍ、実際には１４～１５ｍでした。

地震にしても津波にしても、巨大であればあるほど発生頻度は著しく低くなりますから、数百年に一度・数千年に一度の巨大地震や巨大津波の有無を正確に知ろうとすれば、文字記録だけでなく、それ以前の地層に残された痕跡を上記のような発掘調査などの考古学的手法で解明する必要もありますが、費用や手間のかかるそのような見直し作業を電力会社も国も行なおうとはせず、不十分な調査で見つからなかったから「過去になかった」と宣伝していただけです。
Ｍ９クラスの巨大地震（プレート間地震）についても同様で、ほぼ正確な地震記録が残されている‘ここ60～70年間’だけでも、1952カムチャッカ沖地震、1957アリューシャン地震、1960チリ地震、1964アラスカ地震、2004スマトラ沖地震などが起こっていることから判断すれば（理科年表）、日本海溝のプレート間でも起こる可能性があると「想定」すべきだったものと思われます。今回の地震を「想定外だった」とする根拠になっている国の地震長期評価（地震調査委員会）に対し、「学問的に根拠がないことを続けるのは不毛で…地震学の基礎研究は、物理学に基づいて行なわれるべき」という批判がなされています（ロバート・ゲラー東大教授：4.14朝日）。

また、「電源喪失」についても、1975米・ブラウンズフェリー原発（火災）や1980仏・ラアーグ再処理工場で現実化していましたが、非常用ディーゼル発電機の共倒れや外部電源の長期喪失（長期停電）は「日本の原発では起こり得ない」と勝手に想定＝無視していただけです。

【福島事故を防げなかった『安全指針』！】

②設計指針：＜指針２　自然現象に対する設計上の考慮＞１．安全機能を有する構築物、系統及び機器（筆者略：安全機器等）は…適切と考えられる設計用地震力に十分耐えられる設計であること。　２．安全機器等は、地震以外の想定される自然現象によって原子炉施設の安全性が損なわれない設計であること。重要度の特に高い安全機器等は、予想される自然現象（解説：洪水、津波、風、…）のうち最も過酷と考えられる条件（解説：過去の記録…を下回らない過酷なものであって、かつ、統計的に妥当とみなされるもの）、又は自然力に事故荷重を適切に組み合わせた場合を考慮した設計であること。　＜指針９　信頼性に関する設計上の考慮＞２．重要度の特に高い安全機能を有する系統については…多重性又は多様性及び独立性を備えた設計であること。　３．前項の系統は、その系統を構成する機器の単一故障の仮定に加え、外部電源が利用できない場合においても、その系統の安全機能が達成できる設計であること。　＜指針２４．残留熱を除去する系統＞２．…系統を構成する機器の単一故障の仮定に加え、外部電源が利用できない場合においても、その系統の安全機能が達成できるように、多重性又は多様性及び独立性を適切に備え…た設計であること。　＜指針２５．非常用炉心冷却系＞２．指針２４の２．と同文。　＜指針２６．最終的な熱の逃がし場（解説：海）へ熱を輸送する系統（解説：原子炉補機冷却設備・海水設備）＞２．指針２４の２．と同文。　＜指針２７．電源喪失に対する設計上の考慮＞原子炉施設は、短時間の全交流動力電源喪失に対して、原子炉を安全に停止し、かつ、停止後の冷却を確保できる設計であること。（解説：長期間にわたる全交流動力電源喪失は、送電線の復旧又は非常用交流電源設備の修復が期待できるので考慮する必要はない。）　＜指針３２．原子炉格納容器熱除去系＞２．指針２４の２．と同文。　＜指針４１．制御室＞制御室は、原子炉及び主要な関連施設の運転状況並びに主要パラメータが監視できるとともに、安全性を確保するために急速な手動操作（解説：原子炉の停止及び停止後の原子炉冷却の確保のための操作）を要する場合には、これを行なうことができる設計であること。　＜指針４２．制御室外からの原子炉停止機能＞原子炉施設は、原子炉外の適切な場所から原子炉を停止することができるように、次の機能を有する設計であること。⑴…原子炉の急速な高温停止ができること。⑵…原子炉を引続き低温停止できること。　＜指針４３．制御室の居住性に関する設計上の考慮＞制御室は、…事故時にも従事者が制御室に接近し、又はとどまり、事故対策操作を行なうことが可能なように、遮へい設計がなされ、かつ、火災又は事故によって放出されることがあり得る有毒ガス及び気体状放射性物質に対し、換気設計によって適切な防護がなされた設計であること。　＜指針４８．電気系統＞２．外部電源系は、２回線以上の送電線により電力系統に接続された設計であること。　３．非常用所内電源系（解説：非常用ディーゼル発電機、バッテリィ等）は、多重性又は多様性及び独立性を有し、その系統を構成する機器の単一故障を仮定しても、（事故時の炉心冷却を行い、かつ、原子炉格納容器の健全性並びにその他の所要の系統及び機器の安全機能を確保する）のに十分な容量及び機能を有する設計であること。
　国はこれまで「原発震災」のような『広範な共倒れ』を決して認めませんでした。その理由は、「設計指針」に適合した安全設計のそれぞれが、他の機能が喪失しても“独立に機能”すれば、安全は確保されるはずだったからです。しかし、福島原発の現状は、安全機能の“いくつも”が『共倒れ』したことを証明しています。原発の『多重防護』思想である「事故の発生防止・拡大防止・放射能放出防止」のいずれにも、「設計指針」に基づいた設計は“役に立たなかった”のです。
【原発を造るための、意図的な『思考停止』】

起こりうる巨大地震・巨大津波と、全電源喪失などの事態を“正しく想定”していたら「モノ（原発）なんて造れない。どこかでは割り切るんです」（班目氏の浜岡原発訴訟での証言：4.15朝日）という発言に象徴されるように、国も電力も御用学者も裁判所も、「原発を造る・運転を認める」という大前提の下で、過去にも起こり・将来にも想定される各種の異常事態を“意図的”に想定しなかった＝『思考停止』しただけですから、いまさら「想定外」という言い訳は通用しません。
そして、そのような“言い訳”の根拠となっているものが、いくつもの「想定外」を認めた上記①・②に代表される『安全審査指針類』ですが、今回の福島事故はそれら『指針類』の「想定の甘さ・不十分さ」をことごとく証明しています（特に下線部分で顕著）。ですから、それら『指針類』に基づき「安全性が確認（判決でも安全性が認容）」された全ての原発で、福島原発事故同様の「想定外」事故が起こる可能性があることになりますから、浜岡原発のみならず女川原発を含む全ての原発について運転継続・再開を認めるべきではありません。
